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１． 17年９月期の業績(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17年９月中間期 
16年９月中間期 

79,873   △2.4 
81,837    9.6 

4,703 △13.8 
5,454  34.4 

4,891 △11.0 
5,494  48.6 

17年３月期 161,284     －  9,817   －  9,434    －  
 
 

中間（当期）純利益 
1 株 当 た り 中 間 
( 当 期 ) 純 利 益 

 百万円   ％ 円 銭 
17年９月中間期 
16年９月中間期 

2,085  △36.4 
3,280  △11.7 

27.58 
46.91 

17年３月期 5,821     －   81.36 
(注) ①期中平均株式数      17年９月中間期  75,595,748株       16年９月中間期  69,930,760株 
                          17年３月期    70,746,623株 
    ②会計処理方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金 （注）17年9月中間期 中間配当の内訳 

  円 銭  円 銭 記念配当         －  円 － 銭 

17年９月中間期 
16年９月中間期 

7.00 
6.00 

－ 
－ 

特別配当         －  円 － 銭 

17年３月期          － 14.00 
 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 
         

円 銭 
17年９月中間期 
16年９月中間期 

160,215 
163,145 

91,256 
82,504 

57.0 
50.6 

1,207.19 
1,171.50 

17年３月期 161,985 89,716 55.4 1,185.91 
(注) ①期末発行済株式数   17年９月中間期  75,594,615株 16年９月中間期  70,426,135株 
                          17年３月期        75,596,975株 
     ②期末自己株式数     17年９月中間期     969,625株 16年９月中間期     962,704株 
                          17年３月期           967,265株 
 
２．18年３月期の業績予想(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 
通   期 165,000 10,300 5,400 

円 銭 
7.00 14.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   70円 50銭 

上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向、及び 

計画などに基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異な 

る可能性があります。  
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(１)中 間 貸 借 対 照 表

(単位：百万円)

当中間期(平成17年９月30日) 前中間期(平成16年９月30日) 前 期(平成17年３月31日)期 別

金 額 構成比科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

(資 産 の 部) ％ ％ ％

流 動 資 産 ８７,８５５ ８７,６９９ ８８,６２９ 54.754.8 53.8

現 金 預 金 ３,６９３ ２,９３０ ３,８５０

受 取 手 形 １７,７７５ １８,８４６ １８,１９０

売 掛 金 ４２,６３８ ４２,１７１ ４０,５８５

有 価 証 券 ９０ １９１ １４３

商 品 ４４６ ３９６ ３６４

製 品 ５,９９１ ６,２２４ ５,７５５

原 材 料 ３,６１０ ３,９３４ ３,２１１

仕 掛 品 ８,７０５ ９,０７５ ８,５１３

貯 蔵 品 ４０６ ３４３ ３７１

繰延税金資産 １,２５１ １,２４２ １,１５０

そ の 他 ３,３１０ ２,４４５ ６,５６１

貸 倒 引 当 金 ６３ １０２ ６８△ △ △

固 定 資 産 ７２,３５９ 45.2 ７５,４４６ 46.2 ７３,３５５ 45.3

有形固定資産 ４９,２３２ (30.8) ４９,９８０ (30.6) ４９,１５２ (30.4)

建 物 １５,８１９ １５,８４９ １５,９８７

機 械 装 置 ２１,７５５ １９,６２３ ２１,１０５

土 地 ７,５３７ ８,６１０ ７,５６２

そ の 他 ４,１１９ ５,８９６ ４,４９６

無形固定資産 １９１ (0.1) １８０ (0.1) １８９ (0.1)

２２,９３５ (14.3) ２５,２８５ (15.5) ２４,０１３ (14.8)投資その他の資産

投資有価証券 １２,３９７ １３,１８４ １２,９７５

繰延税金資産 ６,８６０ ８,２２０ ７,３６８

そ の 他 ３,８６０ ４,０３７ ３,８１０

貸 倒 引 当 金 １８３ １５６ １４１△ △ △

資 産 合 計 １６０,２１５ 100.0 １６３,１４５ 100.0 １６１,９８５ 100.0

(注) (単位：百万円)

有形固定資産
７７,６６３ ７４,７６９ ７５,７９５

減価償却累計額

保 証 債 務 等 ２,１９１ ２,７１９ ２,２０４
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(単位：百万円)

当中間期(平成17年９月30日 前中間期(平成16年９月30日) 前 期(平成17年３月31日)期 別 )

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

(負 債 の 部) ％ ％ ％

流 動 負 債 ４９,７４６ 31.0 ５８,９５２ 36.1 ５１,６４３ 31.9

買 掛 金 ４０,０００ ４１,０８９ ３８,０４２

短 期 借 入 金 １,３００ ３,５００ ４,９００

１年以内償還予定
５,２２５

転 換 社 債

未払法人税等 １,４６２ １,７８７ ５４５

そ の 他 ６,９８３ ７,３５０ ８,１５５

固 定 負 債 １９,２１２ ２１,６８８ ２０,６２５ 12.712.0 13.3

退職給付引当金 １８,９３５ ２１,３８８ ２０,２９６

２７６ ２９９ ３２８役員退職慰労引当金

負 債 合 計 ６８,９５８ 43.0 ８０,６４０ 49.4 ７２,２６９ 44.6

(資 本 の 部)

２３,２０１ 14.3資 本 金 ２３,２０１ 14.5 ２０,５８７ 12.6

２６,８１８ 16.5資 本 剰 余 金 ２６,８１８ 16.7 ２４,２０９ 14.8

２６,８１６資 本 準 備 金 ２６,８１６ ２４,２０８

１ １ １その他資本剰余金

３９,９５１ 24.7利 益 剰 余 金 ４１,３６６ 25.8 ３７,８３３ 23.2

１,２６８利 益 準 備 金 １,２６８ １,２６８

３２,２６３任 意 積 立 金 ３６,８２５ ３２,２６３

６,４１９中間(当期)未処分利益 ３,２７３ ４,３０１

その他有価証券
７６４ 0.5８９３ 0.6 ８８５ 0.5

評 価 差 額 金

0.6 0.6自 己 株 式 １,０２２ 0.6 １,０１１ １,０１８△ △ △ △ △ △

８９,７１６ 55.4資 本 合 計 ９１,２５６ 57.0 ８２,５０４ 50.6

負債及び資本合計 １６０,２１５ 100.0 １６３,１４５ 100.0 １６１,９８５ 100.0
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(２)中 間 損 益 計 算 書

(単位：百万円)

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

(Ｈ17.４～Ｈ17.９) (Ｈ16.４～Ｈ16.９) (Ｈ16.４～Ｈ17.３)

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

(経 常 損 益 の 部) ％ ％ ％

Ⅰ 営業損益の部

売 上 高 ７９,８７３ 100.0 ８１,８３７ 100.0 １６１,２８４ 100.0

売 上 原 価 ６４,４２０ 80.6 ６５,７９０ 80.4 １３０,１６７ 80.7

１０,７４８ 13.5 １０,５９２ 12.9 ２１,２９９ 13.2販売費及び一般管理費

営 業 利 益 ４,７０３ 5.9 ５,４５４ 6.7 ９,８１７ 6.1

Ⅱ 営業外損益の部

営 業 外 収 益 ４４７ 0.5 ３３７ 0.4 ２９６ 0.2

営 業 外 費 用 ２５９ 0.3 ２９７ 0.4 ６７９ 0.4

経 常 利 益 ４,８９１ 6.1 ５,４９４ 6.7 ９,４３４ 5.9

(特 別 損 益 の 部)

特 別 利 益 ４８ 0.1 ６３ 0.1 １０２ 0.0

特 別 損 失 １,１４４ 1.4 １９ 0.0 １３６ 0.1

３,７９６ 4.8 ５,５３９ 6.8 ９,４００ 5.8税引前中間(当期)純利益

１,３９１ 1.8 １,８３８ 2.3 ２,１３２ 1.3法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額 ３１８ 0.4 ４１９ 0.5 １,４４６ 0.9

２,０８５ 2.6 ３,２８０ 4.0 ５,８２１ 3.6中間(当期)純利益

１,１８７ １,０２１ １,０２１前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額 ４２２

３,２７３ ４,３０１ ６,４１９中間(当期)未処分利益

(注) (単位：百万円)

１.減 価 償 却 実 施 額

有 形 固 定 資 産 ２,６８９ ２,４４５ ５,１８３

無 形 固 定 資 産 １９ １７ ３５

計 ２,７０９ ２,４６２ ５,２１９

２.特 別 損 益 の 内 訳

特 別 利 益

固定資産売却益 ４８ ２０ ２０

子 会 社 整 理 益 ２７ ２７

貸倒引当金戻入額 １６ ５５

特 別 損 失

子会社株式評価損 ７９３

特 別 退 職 金 １６７

操 業 補 償 金 １４３

関係会社整理損失
４０

引 当 金 繰 入 額

会員権等評価損 １９ ２０

台 風 災 害 損 失 ６７

固定資産売却損 ４８
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(１)有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの

中間期末決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(２)棚卸資産

・商品、製品、原材料及び仕掛品

総平均法による原価法

ただし、機械類については個別法による原価法

・貯蔵品

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法

・無形固定資産

定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

．引当金の計上基準３

(１)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(２)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務の額については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により、費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(３)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による当事業年度末における要支給額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
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４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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<リース取引関係>

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引

(単位：百万円)

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成16年４月１日
( )( )( )
至 平成17年９月30日 至 平成16年９月30日 至 平成17年３月31日

１.リース物件の

１,６９８ １,８４０ １,７４１取 得 価 額 相 当 額

１,０２６ ９９８ ９９０減価償却累計額相当額

６７２ ８４１ ７５１中間期末(期末)残高相当額

２.未経過リース料中間期末

(期 末 )残 高 相 当 額

３１１ ３４１ ３２２１ 年 以 内

３６０ ４９９ ４２９１ 年 超

６７２ ８４１ ７５１合 計

なお、取得価額相当 なお、取得価額相当 なお、取得価額相当

額及び未経過リース料 額及び未経過リース料 額及び未経過リース料

中間期末残高相当額は 中間期末残高相当額は 期末残高相当額は支払

支払利子込み法により 支払利子込み法により 利子込み法により算定

算定しております。 算定しております。 しております。

３.支 払 リ ー ス 料 １７４ １９０ ３７７

(減価償却費相当額)

４.減価償却費相当額の リース期間を耐用年 リース期間を耐用年 リース期間を耐用年

算 定 方 法 数とし、残存価額を零 数とし、残存価額を零 数とし、残存価額を零

とする定額法によって とする定額法によって とする定額法によって

おります。 おります。 おります。
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<品目別売上高明細表>

(単位：百万円)

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成16年４月１日
( )( )( )
至 平成17年９月30日 至 平成16年９月30日 至 平成17年３月31日

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％

粘・接着製品 ４６,７３１ 58.5 ４７,４８７ 58.0 ９２,６０３ 57.4

製

洋 紙 ９,０５４ 11.3 ９,１５１ 11.2 １８,７３６ 11.6

加 工 材 １１,４３６ 14.3 １１,９４７ 14.6 ２３,２８０ 14.4

品

粘着関連機器 ３,４２５ 4.3 ３,２４６ 4.0 ７,１６１ 4.5

小 計 ７０,６４７ 88.4 ７１,８３３ 87.8 １４１,７８０ 87.9

粘着テープ等 ７６６ 1.0 ７８６ 1.0 １,５３１ 1.0

商

粘着関連機器 １,１４５ 1.4 １,７３８ 2.1 ３,５９１ 2.2

洋 紙 １６４ 0.2 １８６ 0.2 ３４５ 0.2

品

そ の 他 ７,１４９ 9.0 ７,２９２ 8.9 １４,０３５ 8.7

小 計 ９,２２５ 11.6 １０,００４ 12.2 １９,５０３ 12.1

合 計 ７９,８７３ 100.0 ８１,８３７ 100.0 １６１,２８４ 100.0

(注)製品及び商品については、大部分が受注即出荷となりますので、受注状況は販売実績とほぼ同じで

あります。


